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 去る７月、国土交通省都市局街路交通施設課が「地下街防災推進事業 制度の解説と地下

街の取組事例」を公表しました。これは地下街防災推進事業の更なる活用を目的として制

度の内容を解説するとともに、地下街での取組事例や今後の取組アイディアを事例集とし

てとりまとめたものです。以下にその概要をご紹介します。 

https://www.mlit.go.jp/common/001299346.pdf 

 

 

 第１章の「地下街防災推進計画の策定」では、これに要する安全点検・調査費、避難検

討費、計画作成費の３つの費用について、補助対象となる項目を分かり易く解説していま

す。またそれぞれに取組事例をあげ、写真や図面も併用して具体的に説明しています。 

 例えば、安全点検・調査費のうち耐震対策や耐震補強設計の場合「本補助の適用は店舗

部を対象外としているため、店舗内の柱の耐震補強工事は原則として補助対象外」と明記

していますが、「ただし、耐震診断の実施結果を受けて耐震性が確保できない箇所（壁や柱）

が確認され、壁や柱の座屈により通路部の安全性確保が図られない場合（公共通路部が影

響範囲となる場合）には、店舗部の対策であっても補助対象」になると解説しています。 

 また、避難検討費のうち避難シミュレーションに関しては、「ソフトを活用しての避難シ

ミュレーションのほか、現地で実際に行う人による避難シミュレーション等に要する費用」

も補助対象としています。更に近隣施設や店舗等との調整についても「避難シミュレーシ

ョン計算結果をもとに地下街全体の避難誘導計画を見直して、避難啓発活動に役立てる上

で近隣施設や店舗等との調整に要する費用（避難計画を作成するための、関係者が一同に

会する協議会等の運営費など）」も補助対象としています。 

 

 

 第２章の「地下街防災推進事業」では、通路等公共的空間の防災性向上に資する施設の

整備、避難施設・防災施設の整備、避難啓発活動の３つについて、それぞれ多くの取組事

例、参考事例をあげて解説しています。 

 例えば、「公共的空間の防災性向上」という言葉について、「防災性向上に資する公共的

空間内の施設の整備」ではなく、「公共的空間における防災性向上のための施設の整備」と

しているのは、公共的空間以外であっても公共的空間の防災性向上に資するのであれば、

補助対象とすることを意味すると丁寧に解説しています。 

 逆に、補助対象外となる項目の説明では、公共的空間自体の整備がなく店舗部だけの整

備、地下街管理会社が所有または管理していない施設は対象外としています。ただ、補助
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対象を明確に線引きすることは難しい面もあるため、調査あるいは耐震改修を基本とした

地下街防災推進計画の策定や設計の段階から、十分に関係者間で相談をすることが必要と

しています。 

 更に、耐震補強工事における留意点として、耐震補強工事の方法は様々あるため、施工

場所の条件や施工コスト、施工期間などについてよく検討したうえで工事を実施する必要

があり、耐震診断の結果、当初設定より耐震補強工事箇所が多くなり、工事期間が長くな

る場合は、防災推進計画にその理由等を明記するなど、補助適用期間について関係者間で

十分協議する必要があると説明しています。本書の目次を掲載します。 
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 エスカ地下街、セントラルパーク地下街、神戸地下街、川崎アゼリア地下街、サンロー

ド地下街、さつチカ、うめちかなど(順不同)、多くの取組事例、参考事例を参照するだけで

も大変有用な資料となっています。また、本事例集は、今後、継続的に精査し、更新する

ことを予定しているので、新たな取組事例の情報提供にご協力頂きたいとしています。ま

た、取組事例は地下街防災推進事業の補助適用を受けているもの、受けていないもの(地下

街の単費による事業等)の双方が含まれていて、防災性向上に資する地下街独自の取組を共

有することを 1 つの目的として、発展的な取組事例やまだ実現に至っていない取組アイデ

ィアについても取り上げると記載しています。 

 以下にごく一部ですが、取組事例を転載します。是非、本書全体をご覧いただくようお

勧めします。 
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